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諸外国の大都市制度に関する調査業務についての提案書等の作成要領 

 
１ 提案書及び研究実績内容の様式 

  下記の別記様式第１号から第４号を作成すること。 
別記様式第１号 参加資格証明書 
別記様式第２号 提案書 
別記様式第３号 見積書 

   別記様式第４号 「諸外国に関連する研究論文」に関連する研究論文の概要 
           (研究論文の写しをもって代えることができる。) 
 
２ 提案書作成上の留意事項 

（１） 提案書の形式は，Ｗｉｎｄｏｗｓ版「マイクロソフトワード形式」又は「マイク

ロソフトエクセル形式」又は「マイクロソフトパワーポイント形式」で作成するこ

と。それ以外の形式で作成したときは，ＰＤＦファイルに変換したものを提出する

こと。 
（２） 提案書の作成にあたり，提案者が記述する箇所については，書体，文字サイズ等

は問わない。 
（３） 提案書で使用する言語は日本語とし，通貨は日本円とする。 
（４） 別記様式第１号以外の書式については，自由書式とするが，表紙右上に「別記様

式○○号」と記載すること。 
（５）提案書の「別記様式第２号 提案書」の内容は，以下のとおりとする。 
 ① 委託業務の提案は，提案できる項目について，必ず提案者自らの実現できる範囲内

において作成すること。 
 ② 提案項目については，別紙「諸外国の大都市制度に関する調査業務について」に基

づいた内容であれば，形式，項目，枚数は問わない。 
（６） 別記様式第３号 見積書 に記載する必要経費は，消費税及び地方消費税を含み

700 万円を上限価格とすること。 
（７） 別記様式第４号 『「諸外国に関連する研究論文」に関連する研究論文の概要』に

おける研究論文とは，雑誌等への寄稿論文，小論文，レポート及び研究調査事業を

受託したものを含む。また，その写しをもって代えることができる。 
 
３ その他 

（１） 提案者の選定は，諸外国の大都市制度に関連する調査業務委託事業者選定委員会

が行う書類審査により選定を行う。 

（２） 提案書等の取扱い 
ア 提案書提出後において，提案者の選定までの間は提案書に記載された内容の変更

は認めない。 
イ 全ての提出物は返却しない。 

    なお，委託業者選定後は責任を持って指定都市市長会事務局ですべて破棄する。
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また，業者選定以外の目的には使用しない。 
ウ 提案書等の公開・非公開 

受託者となったものから提出された提案書等は公開することで企業に不利益を与

えるおそれのある情報について，予め受託者から申し出があった情報については，

非公開とする。 
（３） 提案にかかる費用は，すべて提案者の負担とする。 
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（提案書作成要領 別記様式第１号） 
 

参加資格証明書 

 
諸外国の大都市制度に関する調査業務委託事業者選定要綱「４ 提案者に求められる資

格要件等」で定められた下記事項については，次のとおりである。 
 

参 加 資 格 証 明 事 項 左記事項に関する回答 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

第２項（一般競争入札の参加者の資格）に該当しないこと。 
該当しない 

イ 本プロポーザルの提案書の提出期限から契約締結の日まで，指

定都市の指名停止の措置を受けていないこと。 
受けていない 

ウ 国税及び地方税を滞納していないこと。 滞納なし 

エ 諸外国に関する研究論文（雑誌等への寄稿論文，小論文，レポ

ートを含む）又は研究調査事業の受託実績を有すること。 
有する 

 
 

（提案者） 
所在地 
業者名 
代表者名 
 
担当者名 
電話番号 
ＦＡＸ番号 
メールアドレス 

（法人名称） 

連絡担当者 


